
 

 

令和３年度 

 

金ケ崎町からの要望に対する取組状況 

 

 

 

岩手県県南広域振興局 

 

 

 

反映区分 

 

 

 

 

 

 

 

A：趣旨に沿って措置したもの  B：実現に努力しているもの 
 

C：当面は実現できないもの   D：実現が極めて困難なもの 



（様式３） 情報提供用シート 金ケ崎町 

要望月日 要望項目 要望内容 取組状況(方針） 
振興局名 担当 

所属名 

反映区

分 

7月30日 １．一般国道

４号の４車

線拡幅整備

について 

１ 一般国道

４号金ケ崎

拡幅の事業

促進につい

て 

○『要望事項』  

 一般国道４号金ケ崎拡幅の事業促進

に向けて、特段のご高配をお願い申し

上げます。 

○『要旨』 

 一般国道４号金ケ崎区間の４車線拡

幅整備につきまして、岩手県の支援に

より、国による事業が順調に推移して

おりますことに対しまして、御礼申し

上げます。 

 当区間の渋滞解消は、本県産業振

興、雇用確保の観点、地方創生の取組

の推進につながることから、国への働

きかけについて、なお一層のご高配を

賜わりますようお願い申し上げます。  

○『現状と課題』  

◆当該区間は、既に事業化されている

北上拡幅整備事業と水沢バイパス整備

事業に挟まれた区間で、２車線のいわ

ゆるボトルネック箇所となっており、

交通渋滞アンケートや企業アンケート

の結果、県南の渋滞個所ワースト１位

となっているほか、渋滞対策の推進や

４車線化を望む意見が出されている。  

◆岩手中部（金ケ崎）工業団地には、

自動車関連産業等の企業が立地してお

り、特に、トヨタ自動車東日本㈱岩手

工場では、トヨタ自動車における小型

車の生産拠点として、「Ｃ－ＨＲ」

 県では、内陸部における物流の円滑

化や地域間の交流・連携を促進し、快

適・安全な生活を図支える道路とし

て、一般国道４号の整備の重要性を認

識しており、令和３年６月17日に行っ

た令和４年度政府予算提言・要望にお

いて、御要望の金ケ崎拡幅を含む一般

国道４号の整備促進について国に要望

したところです。  

 金ケ崎拡幅について、国では、令和

元年度から用地買収に着手し、令和２

年度から工事に着手しています。令和

３年度も用地買収及び改良工事を進め

ると聞いており、事業促進が図られる

よう、引き続き当該区間の早期完成に

ついて国へ働きかけていきます。

（Ｂ） 

県南広域

振興局 

土木部 Ｂ：１ 



「アクア」に加えて、昨年、新型車

「ヤリス」「ヤリスクロス」の生産が

開始され、今後も新型車の立ち上げが

予定されており、運送業などの新たな

関連企業の進出や雇用の拡大にもつな

がっている。 

◆隣接する北上南部工業団地内では、

東北最大規模の日本郵便㈱岩手郵便局

や大和ハウス工業㈱物流センターが立

地しているほか、北上市においてはキ

オクシア岩手㈱が昨年本格的に操業量

産開始を予定するなど、物流の一大拠

点化も進んできているところである。  

◆今後、人口問題の克服、周辺市町を

含めた地域産業を牽引し、産業活性化

による雇用の確保、岩手の復興の後押

し、まちづくりの発展、総合戦略の効

果的な推進を図るためには、地方創生

の礎となる一般国道４号の渋滞を緩和

して、岩手中部（金ケ崎）工業団地に

係る物流の効率化、生産性の向上を図

ることが不可欠である。  

○『期待される効果』  

■渋滞緩和による物流の効率化、生産

性の向上 

※三ケ尻交差点改良事業に伴う効果  

渋滞距離（上り600ｍ⇒160ｍ、下り

500ｍ⇒200ｍ） 

通過時間（上り5分18秒⇒1分18秒、

下り2分40秒⇒53秒） 

※通勤車両約5,000台／日（従業員約

6,000人が就業） 



※完成車両を運ぶキャリアカー約 210台

／日 

■企業の進出・設備投資による雇用の

創出 

県南地域における新規進出企業数、

設備増設を行った企業数は年々増加し

ており、新規雇用につながっている。  

 以上のことから、次の事項について、

国へ働きかけていただきますよう、要望

いたします。 

１ 一般国道４号金ケ崎拡幅の事業促

進を図ること。  

7月30日 １．一般国道

４号の４車

線拡幅整備

について 

２ 国の公共

事業関係費

の大幅な増

額について 

２ 国の公共事業関係費を、平成２１

年度以前の７～８兆円規模にまで回

復させるべく大幅な増額を図るとと

もに、必要かつ十分な公共事業予算

の安定的・持続的な確保を図るこ

と。特に防災・減災対策、国土強靱

化対策を確実に実施するためにも、

令和４年度の通常予算全体を大幅に

増額し、必要な予算を確保するこ

と。 

 近年、国の公共事業関係費は６兆円

程度で推移していますが、令和３年度

は、「防災・減災、国土強靱化のため

の５か年加速化対策」初年度分とし

て、令和２年度第３次補正予算で措置

されたことにより、15か月予算では、

8.6兆円の規模となったところです。  

 県では、令和４年度政府予算提言・

要望において、地方創生や国土強靱化

を推進するため、国の公共事業関係費

の総額を安定的・持続的に確保すると

ともに、直轄事業をはじめ、社会資本

整備総合交付金や防災・安全交付金等

県内の公共事業に係る予算を確保する

よう国に要望しているところです。  

 県としては、今後も公共事業関係費

の確保について、国に提言・要望して

いきます。(Ｂ) 

 

県南広域

振興局 

土木部 Ｂ：１ 



7月30日 １．一般国道

４号の４車

線拡幅整備

について 

３ 国土強靱

化の更なる

推進を図る

「防災・減

災、国土強

靱化のため

の５か年加

速化対策」

の計画的な

事業推進と

必要な予算

の確保につ

いて 

３ 国土強靱化の更なる推進を図る

「防災・減災、国土強靱化のための

５か年加速化対策」の計画的な事業

推進と必要な予算の確保を図るこ

と。 

また、頻発する大規模自然災害時

の脅威・危機に即応するための地方

整備局、河川国道事務所の体制の更

なる充実・強化を図ること。  

 県では、災害に強い道路ネットワー

クの構築などの防災・減災対策を推進

するため、令和４年度政府予算提言・

要望において、国の公共事業関係費の

総額を安定的・持続的に確保すること

と併せ、「防災・減災、国土強靱化の

ための５か年加速化対策」に必要な予

算を当初予算も活用しながら別枠で確

保し、その取組を計画的に推進するよ

う国に要望しているところです。 (Ｂ) 

 また、大規模災害時には、国におい

て被害の復旧支援等に迅速に対応して

いただいていると認識していますが、

さらに「大規模災害に備えて必要な職

員を確実に確保する仕組みを構築す

る」ことについて、国に要望している

ところです。 (Ｂ) 

 

県南広域

振興局 

土木部 Ｂ：２ 

7月30日 １．一般国道

４号の４車

線拡幅整備

について 

４ 「重要物

流道路」と

して指定さ

れた幹線道

路等のネッ

トワークに

対する支援

及び予算確

保について 

４ 地域経済の活性化を図るため、

「重要物流道路」として指定された

幹線道路等のネットワークについ

て、地域ニーズに応じた必要な連携

構築、機能強化や補助事業による重

点整備支援、並びに修繕・除雪に係

る必要かつ十分な予算確保を行うこ

と。 

 県では、令和３年６月17日に行った

令和４年度政府予算提言・要望におい

て、重要物流道路と代替・補完路の機

能強化及び整備への重点支援、並びに

道路の修繕及び除雪に必要な予算の確

保を国に要望したところであり、今後

とも、様々な機会を捉えて国に働きか

けていきます。（Ｂ）  

県南広域

振興局 

土木部 Ｂ：１ 



7月30日 

  

２．北上川流

域における

自動車・半

導体産業に

対する集中

的投資につ

いて 

１ 岩手県土

地開発公社

を活用した

産業用地の

造成・整備

について  

○『要望事項』【重点要望】  

 岩手県として、北上川流域における

自動車・半導体産業振興への集中的投

資について、特段のご高配をお願い申

し上げます。 

○『要旨』 

 自動車・半導体産業が集積している

北上川流域に対して、岩手県としても

集中的に投資し、新型コロナウイルス

感染拡大により深刻なダメージを受け

た本県経済の早期回復と、併せて本県

の更なる産業振興に向けた基盤強化を

進められますようお願い申し上げま

す。 

○『現状と課題』  

◆トヨタのコンパクトカーの製造拠点

の一つである北上川流域は、岩手県に

おける自動車産業の重要拠点として位

置付けられており、トヨタ自動車東日

本㈱岩手工場では、昨年２月に「ヤリ

ス」、１０月には「ヤリスクロス」が

生産開始されたほか、今後も継続的な

新車種の生産開始が見込まれている。

また、アイシン東北㈱など主要サプラ

イヤーによる大型投資や地場企業の自

動車産業への参入も着実に進み、本県

経済をけん引している。  

◆併せて、半導体産業においても、隣

接する北上市にキオクシア岩手㈱が本

格的な量産を開始しており、今後も、

関連企業の進出や大型投資が見込まれ

るなど、当地域における産業集積が加

速化している。  

 北上川流域においては、自動車・半

導体関連産業を中心に産業集積が進ん

でおり、今後も更なる集積が見込まれ

る中、産業用地が不足している状況に

ついては、県としても認識していると

ころです。 

 産業用地の整備については、市町村

の意向や企業ニーズの把握を行いつ

つ、市町村による産業用地整備が円滑

に行われるよう必要な支援を行ってい

きます。 

 現在、貴町からの要請に基づき、岩

手中部工業団地拡張整備において岩手

県土地開発公社が活用されているとこ

ろですが、今後、貴町が更なる産業用

地の造成・整備の実施に当たって岩手

県土地開発公社の活用を希望される場

合は、その必要性や財政・人的状況等

を総合的に勘案して判断することとな

ります。（Ｂ） 

県南広域

振興局 

経営企画

部 

Ｂ：１ 



◆このような状況下、昨年発生した新

型コロナウイルス感染症の猛威は、現

在も収束の目途が立っておらず、本県

経済への長期的な影響が懸念されてい

るところである。  

◆２００８年のリーマンショックによ

る経済危機、２０１１年の東日本大震

災津波による自然災害に直面した際、

本県経済はものづくり産業を中心に力

強く立ち直ってきたところである。今

回のコロナ禍にあっても、ものづくり

産業は、本県経済を力強くけん引して

おり、その中心をなす当地域の自動

車・半導体産業においては、今後も継

続的な投資が見込まれるところであ

り、工場増設に対する支援やインフラ

整備等の集中的な投資が必要不可欠で

あると考える。  

◆重要物流道路にも指定された町道南

花沢・前野線等（総延長６，７５０メ

ートル）は、岩手中部（金ケ崎）工業

団地へのアクセス道路であり、大型車

の交通量が多いほか、近隣市町からの

通勤経路（一日約５，０００台）とな

ってい 

る。本県経済をけん引している自動車

産業の重要拠点であることから、道路

の維持補修が必要不可欠であり、その

費用負担が課題となっている。  

○『期待される効果』  

■新型コロナウイルスにより大ダメー

ジを受けた本県経済の早期回復  



■全国有数のものづくり産業の集積地

形成 

■企業経営に優位な産業基盤の強化  

■広域的な雇用と税収の確保  

 以上のことから、次の事項について

要望いたします。  

１ 岩手県土地開発公社を活用した産

業用地の造成・整備を継続的に実施

すること。 

7月30日 ２．北上川流

域における

自動車・半

導体産業に

対する集中

的投資につ

いて 

２ 企業立地

促進奨励事

業費補助金

について 

２ 企業立地促進奨励事業費補助金に

ついて、増設に対する補助制度の拡

充を図ること。  

 企業立地促進奨励事業費補助金につ

いては、県北等・沿岸地域と内陸地域

との立地格差の解消を図るため、県北

等・沿岸地域への優遇制度として増設

を補助対象に追加しているところであ

り、内陸地域は新設のみ補助対象とし

ています。 

 一方で、企業の本社機能の移転等を

促進するため、平成29年度から、本県

への本社機能の移転・拡充と併せて工

場等の増設を行う場合は、内陸地域に

おいても補助制度を活用することがで

きるよう、制度を拡充しています。  

 内陸地域における本社機能の移転・

拡充を伴わない増設に対し対象を拡大

することは、限られた財源の中で難し

い状況にありますが、補助制度を含め

た支援のあり方については、企業ニー

ズや市町村等の意向を踏まえて、より

良い方策を研究していきたいと考えて

います。（Ｂ）  

 

県南広域

振興局 

経営企画

部 

Ｂ：１ 



7月30日 ２．北上川流

域における

自動車・半

導体産業に

対する集中

的投資につ

いて 

３ 町道南花

沢・前野線

等の県道へ

の移管につ

いて 

３ 町が管理している町道のうち、重

要物流道路にも指定された物流の主

要経路であるとともに県南・県央地

域の企業をつなぐ産業道路であり、

かつ近隣市町からの通勤経路となっ

ている町道南花沢・前野線等を県道

に移管（総延長６，７５０メート

ル）すること。  

 県道昇格については、これまでも市

町村間を結ぶ道路など道路法に規定す

る認定要件を具備した路線について、

市町村道と県道との交換も行いながら

県道へ昇格してきたところです。  

 要望のあった路線については、道路

法上の認定要件及び県道と市道とのネ

ットワークのあり方を総合的に判断し

ながら検討していきます。（Ｃ）  

県南広域

振興局 

土木部 Ｃ：１ 

7月30日 ３．持続可能

な公共交通

網の構築に

ついて 

○『要望事項』  

 公共交通機関の利用者が減少してい

る中、住民の移動手段である公共交通

を維持及び確保するための支援につい

て、特段のご高配をお願いいたしま

す。 

○『要旨』 

 人口減少、高齢化における現状下、

地方における限られた公共交通機関

（バス、鉄道）の維持・確保が、喫緊

の課題となっています。  

 つきましては、岩手県が中心となり

公共交通機関への継続的な支援ととも

に、本県が目指すべき公共交通の姿に

ついて検討・提示をお願い申し上げま

す。 

○『現状と課題』  

◆新型コロナウイルスの影響により、

不特定多数が同一空間となる利用手段

が控えられる傾向にあり、特にもバス

１ 県では、新型コロナウイルス感染

症の影響を受けている公共交通事業

者に対し、昨年度においては、感染

防止対策に係る補助金や運行を支援

するための交付金の交付、バスに係

る国庫・県単補助の補助要件の緩和

等を行ったところです。  

 また、今年度においても、新型コ

ロナウイルス感染拡大により厳しい

経営状況に置かれている公共交通事

業者が持続的な運行を確保できるよ

う、国に対して財政支援を要望する

とともに、鉄道・バス・タクシー事

業者の運行を支援するための交付金

を補正予算措置し、安全かつ安定し

た運行が維持できるよう支援を行っ

ているところです。  

 今後も引き続き、地域公共交通の

維持確保が図られるよう、必要な支

援を行っていきます。（Ａ）  

県南広域

振興局 

経営企画

部 

Ａ：１ 

Ｂ：１ 



をはじめとした公共交通の経営状況は

厳しさを増している。  

◆一方、地方の足として公共交通網の

維持・確保は必要な状況である。  

◆人口減少、高齢化における今後の本

県の公共交通網のあり方について、根

本的な見直しや新たな移動手段の構築

が必要不可欠となっている。 以上の

ことから、次の事項について要望いた

します。 

１ 公共交通事業者の事業継続に対す

る継続的な支援  

２ 本県が目指すべき今後の公共交通

の姿について検討・提示  

２ 県では、岩手県地域公共交通網形

成計画を策定し、県民の暮らしを支

える公共交通を守るため、持続可能

な地域公共交通体系の構築に取り組

んでいるところです。  

 また、県と市町村で構成する「地

域内公共交通構築検討会」におい

て、市町村が抱える課題に対する解

決策等の検討を行うなど、市町村と

ともに、市町村の地域内公共交通の

維持・確保に向けた取組も行ってい

るところです。（Ｂ）  

7月30日 ４．ＪＲ東北

本線の利便

性向上につ

いて 

○『要望事項』  

 ＪＲ東北本線利用者の利便性向上に

ついて、特段のご高配をお願い申し上

げます。 

○『要旨』 

 ＪＲ東北本線利用者の利便性を高め

るため、盛岡駅から一ノ関駅間の増便

及び無人駅となった六原駅の駅員配置

等について、ＪＲ東日本㈱へ働きかけ

をお願い申し上げます。  

○『現状と課題』  

◆ＪＲ東北本線は、胆江地域及び両磐

地域における住民生活や経済活動に密

接な関わりを持っている重要な鉄道路

線である。加えて、ＪＲ東北本線の駅

は、地域において人の流れを創出する

重要な施設であり、駅員の配置により

 鉄道路線については、地域の意向を

ダイヤ編成等に反映するとともに、地

域のまちづくりとの連携等を通じ、利

用者の利便性向上と交通結節点として

の機能強化を図ることが重要であると

考えています。  

 ＪＲ線については、毎年度、市町村

等のＪＲ線に係る要望を県が取りまと

め、ＪＲ東日本盛岡支社に対して要望

しており、今後も地域の意向が運行ダ

イヤ等に反映されるよう取り組んでい

きます。 

 また、管内８市町、９商工会議所・

商工会および県南広域振興局を構成員

とする「JＲ線岩手県南地域利用促進

協議会」が、令和３年３月にＪＲ東日

本へ東北本線（北上・一関間）の運転

本数増を要望したところですが、今後

県南広域

振興局 

経営企画

部 

Ｂ：１ 



ＪＲ東北本線利用者の利便性が向上

し、安心・安全に利用できる。  

◆自動車関連等をはじめ、多くの事業

所の集積が進む中、㈱デンソー岩手や

キオクシア岩手㈱などでは今後も多く

の新規雇用が見込まれており、当町を

含む近隣市町に多くの従業員が居住

し、更に増加することが期待される。

その従業員の通勤手段の一つであるＪ

Ｒ東北本線の運行本数が、朝の時間帯

を除き１時間間隔となっている。本年

３月のダイヤ改正により快速アテルイ

の停車駅が増えたものの、依然として

ＪＲ東北本線を利用するにあたり不便

な状況が続いている。  

◆ＪＲ東北本線は、町内及び町外へ通

学する学生の貴重な交通手段である

が、運行本数が少ないことから、朝夕

の混雑により通学に不便な状況となっ

ている。 

◆ＪＲ東北本線六原駅周辺のまちづく

りに向けて、町・住民・周辺企業が一

体となり取組を進めており、ＪＲ東北

本線六原駅利用者の利便性向上及び賑

わい創出に積極的に取り組んでいる。 

○『期待される効果』  

■ＪＲ東北本線の利用者の増加  

■金ケ崎駅及び六原駅周辺への移住・

定住者の増加 

■金ケ崎駅及び六原駅の駅前が活性化  

■町内及び町外の事業所へ通勤する従

業員の利便性が向上  

とも、構成団体が連携して、ＪＲ東北

本線等の利便性向上等をＪＲ東日本に

働きかけて行きます。（Ｂ）  



■町内及び町外へ通学する学生の利便

性が向上 

■国道４号等の通勤時間帯の混雑の緩

和 

 以上のことから、次の事項について

ＪＲへ働きかけていただきますよう要

望いたします。  

１ 北上駅発着の普通列車を一ノ関駅

発着に変更 

２ 六原駅に駅員の配置及び利用者の

利便性向上 

３ 金ケ崎駅及び六原駅周辺のまちづ

くりに対する連携及び協力  

４ 交通系ＩＣカード「Ｓｕｉｃａ」

の対応エリアを拡大すること  

7月30日 ５．県立胆沢

病院の医療

体制の充実

について 

○『要旨』 

 安心して子どもを産み育てられる環

境のより一層の整備に向け、胆江保健

医療圏への産婦人科医師の確保による

周産期医療体制の充実、特に県立胆沢

病院の体制強化について、特段の御高

配を賜りますようお願い申し上げま

す。 

○『現状と課題』  

◆人口減少が進行しているなかで、各

市町では少子化への対応を重点課題と

して様々な取組を進めているところで

あり、特に安心して子どもを産み育て

られる環境の整備が必要である。  

◆県立胆沢病院は、胆江保健医療圏内

の各医療機関と地域医療の連携の中心

かつ重要な役割を担っているが、県地

１ 県立胆沢病院の産婦人科への医師

の配置については、派遣元である大

学において医師の絶対数が不足して

おり、非常に厳しい状況が続いてい

ます。 

 また、産婦人科の医師について

は、まずは地域周産期母子医療セン

ターの充実を図る必要があると考え

ます。 

 県では、令和２年度から医療局医

師奨学資金に産婦人科医養成のため

の特別貸付枠を創設したほか、関係

大学を訪問しての医師派遣要請や即

戦力となる医師の招聘など、引き続

き産婦人科医の確保に向けた取組を

粘り強く続けていきます。（Ｃ）  

県南広域

振興局 

保健福祉

環境部 

Ｃ：１ 

Ｂ：１ 



域医療構想の達成に向けた病床機能の

分化と連携が進む中で、重要性が更に

増すものと考えられる。  

◆岩手中部・胆江・両磐周産期医療圏

においては、県立中部病院、北上済生

会病院及び県立磐井病院が地域周産期

母子医療センターとなり連携体制の構

築は進められてはいるが、胆江保健医

療圏域には地域周産期母子医療センタ

ーに位置づけられる病院はなく、県立

胆沢病院が平成１９年８月に産婦人科

を休止して以降、分娩の取り扱いは民

間の診療所で対応してきたところであ

るが、令和３年４月からは１診療所の

みとなるため、胆江圏域における適切

な医療提供体制の確保・充実は早急に

対応すべき課題と考える。  

○『期待される効果』  

■妊産婦の不安が軽減され、安心して

出産に臨むことができる  

 以上のことから、次の事項について

要望いたします。  

１ 県立胆沢病院の産婦人科医師の確

保対策に努め、安心して子どもを産

み育てられる医療体制の充実を図る

こと。 

２ 岩手中部・胆江・両磐周産期医療

圏連絡会議において、リスクに応じ

た役割分担と地域周産期母子医療セ

ンターとの連携体制について、意見

交換を行うとともに、胆江圏域の実

情について共有し、セミオープンシ

２ 要望のあった岩手中部・胆江・両

磐周産期医療圏連絡会議について

は、令和３年５月に、貴町及び奥州

市とそれぞれ協議を行ったところで

あり、年度内開催に向けて関係市町

や関係機関と調整していくこととし

ております。  

 今後、当該会議における医療関係

者の意見交換などを通じて、圏域の

実情や課題を共有するとともに、地

域の周産期医療の連携の在り方等に

ついて検討していきます。（Ｂ）  



ステムを利用した円滑な受入・連携

の在り方について検討されたい。  

7月30日 ６．（仮称）

新金ケ崎大

橋の新設に

ついて  

○『要望事項』  

 奥州市江刺と金ケ崎町を結ぶ（仮

称）新金ケ崎大橋の新設について、特

段のご高配をお願い申し上げます。  

○『要旨』 

 奥州市江刺と金ケ崎町を結ぶ（仮

称）「新金ケ崎大橋」の新設につい

て、特段のご高配を賜わりますようお

願い申し上げます。  

○『現状と課題』  

◆奥州市江刺と金ケ崎町を結ぶ金ケ崎

橋は、地域に密着した生活路線である

県道江刺金ケ崎線のうち北上川に架か

る橋梁であり、近年、両市町や北上南

部工業団地への自動車関連企業等の立

地が進んでいることから、産業道路と

しても重要な機能を持っている。  

◆当該路線は、岩手中部（金ケ崎）工

業団地、江刺中核工業団地、北上南部

工業団地に関連する産業及び物流の路

線として、金ケ崎町と奥州市江刺、北

上市と釜石港及び大船渡港、さらには

秋田港を結ぶ産業振興・物流支援の重

要道路でもある。  

◆しかし、金ケ崎橋から県道沿い一帯

は、国の重要伝統的建造物群保存地区

に選定されていることから、拡幅等の

整備が制約され、その東に位置する金

ケ崎橋は、幅員が狭く歩道敷設も構造

的にできない状況で、車両とすれ違う

 御要望の橋梁新設については、早期

の事業化は難しい状況ですが、今後の

交通量の推移や公共事業予算の動向等

を見極めながら総合的に判断していき

ます。（Ｃ）  

県南広域

振興局 

土木部 Ｃ：１ 



歩行者や自転車等の通行が常に危険と

隣り合わせであり、大型車両等の通行

ができない状況である。  

◆また、産業集積の進行に伴い通行車

両が増加し、朝夕の通勤時間帯には交

通渋滞が発生している。  

◆（仮称）「新金ケ崎大橋」の新設

は、産業振興に寄与し、企業誘致を進

める上でも地域の安全・安心を確保す

る上でも重要な整備であり、将来の県

南部の産業経済発展のために必要な道

路になると考えている。  

◆対岸の奥州市及び地区住民とも、そ

の必要性について認識をともにしてい

るところであり、両市町及び住民が連

携して要望等を行うことを検討してい

る。 

○『期待される効果』  

■物流の充実、拡大による産業振興  

■企業立地に伴う雇用の確保  

■自動車産業をはじめとする生産性の

向上 

 以上のことから、次の事項について

要望いたします。  

１ 奥州市江刺と金ケ崎町を結ぶ（仮

称）「新金ケ崎大橋」を新設するこ

と。 

7月30日 ７．水素ステ

ーション建

設等に向け

た取組推進

について 

○『要望事項』  

 岩手県の水素利活用プロジェクト推

進、特に水素ステーションの建設等に

向けた取組の推進について、特段のご

高配をお願い申し上げます。  

 水素を燃料にして走行する燃料電池

自動車と、燃料電池自動車に水素を供

給する水素ステーションについては、

県民に身近な水素の利活用方法のひと

つとして普及が期待されるところで

県南広域

振興局 

保健福祉

環境部 

Ａ：１ 



○『要旨』 

 国において脱炭素社会の達成に向け

た取組が加速している状況下、本県に

おいても、県民計画の柱の一つとして

掲げた「水素利活用プロジェクト」の

推進、特に水素ステーションの建設及

び燃料電池車の普及拡大に向けた取組

を積極的に推進されるようお願い申し

上げます。 

○『現状と課題』  

◆国では「水素基本戦略」及び「水

素・燃料電池戦略ロードマップ」に基

づき、水素社会の実現に向けた取組み

が着実に進められてきたところ、昨

年、菅政権において、２０５０年カー

ボンニュートラル、脱炭素社会の実現

を目指すことが宣言され、現下、脱炭

素社会の達成に向けて取組を加速化さ

せている。 

◆県では「岩手県水素利活用構想」を

策定し、県民計画の柱の一つとして

「水素利活用プロジェクト」を掲げ、

脱炭素社会に資する取組を開始してい

る。 

◆このような中、「田園環境保全の町

宣言」をした本町としては、水素社

会、脱炭素社会の実現に向けた国・県

の動きに呼応し、連携、協力の内容を

具体的に検討しているところである

が、プロジェクトの推進については、

第一に、水素ステーションの建設及び

燃料電池車の普及拡大を図り、水素利

活用のモデル創出をすることにより、

す。 

 県では、平成 31 年３月に策定した

「いわて県民計画（2019～2028）」に

おいて、新しい時代を切り拓くプロジ

ェクトのひとつとして「水素利活用推

進プロジェクト」を掲げるとともに、

その実現に向けて「岩手県水素利活用

構想」を策定したところであり、再生

可能エネルギーの導入促進や、低炭素

で持続可能な社会の実現に向け、水素

の利活用を推進することとしていま

す。 

 具体的には、事業者や市町村向けの

水素利活用促進セミナーの開催等を通

じて水素関連製品等の普及促進を図る

とともに、水素ステーションや燃料電

池自動車のモデル導入の支援等を実施

し、水素モビリティの推進に取り組ん

でいきます。（Ａ）  

 



全県的に波及させていくことが効果的

であると考えている。  

◆ただし、水素ステーションの建設、

運営については、特にコスト面で課題

が山積しており、北東北においては、

官民ともに建設計画等の具体的な動き

至っていない状況である。  

○『期待される効果』  

■岩手県における水素利活用モデルの

創出 

■岩手県、東北への水素利活用の取組

波及 

■脱炭素社会の実現に向けた取組の加

速 

 以上のことから、次の事項について

要望いたします。  

１ 水素ステーションの建設及び燃料

電池車の普及拡大に向けて、必要な

検討及び対策を講じること。  

7月30日 ８．県有地を

活用した茅

文化継承に

ついて 

○『要望事項』  

 茅葺屋根文化財の保存修復に必要な

山茅の生産地である千貫石茅場を県が

「ふるさと文化財の森」として活用さ

れるよう特段のご高配をお願い申し上

げます。 

○『要旨』 

 県有地である千貫石茅場を活用し、

茅採取、茅葺技術などの茅文化継承に

取り組むとともに、県内の茅葺屋根文

化財の計画的な保存修復に特段のご高

配を賜りますようお願い申し上げま

す。 

 ふるさと文化財の森管理支援事業に

よって生産されている金ケ崎町の茅に

ついて、国・県指定文化財建造物はも

とより、市町村指定文化財や未指定文

化財の修理等にも活用できることを市

町村担当者に情報提供します。  

 その際に、文化財修復を行う場合に

は、極力県内産の茅を使用して修復す

ることを検討するよう併せて依頼しま

す。（Ｂ） 

県南広域

振興局 

県南教育

事務所 

Ｂ：１ 



○『現状と課題』  

◆千貫石茅場は、金ケ崎町、北上市の

１，３６０ヘクタールに及ぶ広大な農

地の水源地として重要な役割を果たし

ている千貫石ため池の水源涵養、環境

保全及び山茅の生産のため、町が県有

地を借用して管理してきた。  

◆平成２７年３月には、茅葺屋根文化

財等の保存修復材料生産地としての重

要性が認められ、千貫石茅場が文化庁

の「ふるさと文化財の森」に設定さ

れ、金ケ崎町において毎年茅場の管理

を実施している。  

◆平成２９年には、千貫石茅場と山茅

が県において地域産業の核となり得る

ものとして「中小企業による地域産業

資源を活用した事業活動の促進に関す

る法律」に基づく地域産業資源に指定

された。 

◆県からは、県有地の無償賃貸借契約

や県内の茅葺屋根文化財管理者に対し

て千貫石茅場産山茅の情報を提供いた

だいているが、文化財に対する山茅の

活用の実勢については、地域産業資源

としての優先度は低く、供給実績に結

び付いていない。  

◆山茅の生産は、機械化が難しく人力

作業が中心であり、適正な需給バラン

スの下でこそ継続できるもので、町内

の茅葺屋根文化財の修復だけでは事業

を継続することが困難である。  

◆県内茅葺屋根文化財の計画的な保存

修復のためには、毎年一定数の山茅を



生産し、屋根葺き材として確保するこ

とが必要と考える。また、優良な材料

を確保するためにも適正な需給と適正

価格での取引を行うことによる産地維

持が必要である。  

○『期待される効果』  

■千貫石茅場を活用した茅採取体験等

を通じた茅文化継承  

■千貫石茅場産山茅の安定生産及び供

給による県内茅葺屋根文化財の維持・

保存・修復 

 以上のことから、次の事項について

要望いたします。  

１ 千貫石茅場を県内茅葺屋根文化財

の保存修復材料生産地として、岩手

県の茅文化継承のために積極的に活

用すること。  

２ 県内の茅葺屋根文化財修復の際

は、ふるさと文化財の森から生産さ

れる山茅を積極的に使用するよう関

係機関に働きかけること。  

３ 山茅の生産を維持するため、文化

財修復資材としての価値を認識し、

適正な建築資材単価を設定するこ

と。 

7月30日 ９．一般県道

久田笹長根

（きゅうで

んささなが

ね）線の歩

道整備の促

進について 

○『要望事項』  

 一般県道久田笹長根線の歩道施設整

備について、特段のご高配をお願い申

し上げます。 

○『要旨』 

 一般県道久田笹長根線の歩道整備の

促進につきましては、平成３０年度に

 御要望の区間については、平成 30

年度から歩道整備事業に着手し、令和

３年度は用地補償を行っており、引き

続き整備を推進していきます。（Ａ）  

 

県南広域
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１ 六原幼稚

園東側から

一般県道前

沢北上線ま

での区間の

歩道整備に

係る事業に

ついて 

六原幼稚園東側から県道前沢北上線ま

での０.８キロメートル区間の詳細設計

が行われ、令和２年度から当区間の用

地測量、令和３年度には用地補償業務

と着実な事業展開に対しまして、御礼

申し上げます。  

 歩行者の安全確保のため、当該区間

の事業促進及び未整備区間の早期整備

について、特段のご高配を賜りますよ

うお願い申し上げます。  

○『現状と課題』  

◆一般国道４号から北上市和賀に至る

一般県道久田笹長根線は、千貫石温

泉、北上市西部の夏油温泉、夏油高原

スキー場をはじめとする豊かな観光資

源へのアクセスとして、また岩手県立

農業大学校、岩手県立花きセンター及

び東北横断自動車道（釜石秋田線）へ

のアプローチとして地域に密着した路

線である。 

◆自動車産業等の振興に伴い、北上金

ケ崎ＩＣや一般県道前沢北上線から岩

手中部（金ケ崎）工業団地等に向かう

通勤車両及び物流の大型車両の交通量

が急増している。  

◆児童・生徒が関係する事故があった

ことや北部地区流通業務団地に新たに

運送業者が進出するなど大型車の交通

量が更に増加しており、地元住民や保

護者などから児童・生徒、高齢者等の

歩行者の安全確保を強く求められてい

る。 

○『期待される効果』  



■歩道整備による児童・生徒及び高齢

者等の安全確保  

 以上のことから、次の事項について

要望いたします。  

１ 六原幼稚園東側から一般県道前沢

北上線までの区間の歩道整備に係る

事業を促進すること。  

7月30日 ９．一般県道

久田笹長根

（きゅうで

んささなが

ね）線の歩

道整備の促

進について 

２ 一般県道

久田笹長根

線の歩道整

備に係る未

整備区間の

解消につい

て 

２ 一般県道久田笹長根線の歩道整備

に係る未整備区間を解消すること。  

 歩道整備については、県内各地から

多くの要望があり、必要性、緊急性等

を考慮しながら整備を進めている状況

です。 

 御要望の区間については、早期の事

業化は難しい状況ですが、交通量の推

移や公共事業予算の動向等を見極めな

がら総合的に判断していきます。

（Ｃ） 
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7月30日 10．北上川右

岸治水対策

事業につい

て 

○『要望事項』  

 かさ上げ区間・無堤防区間解消の早

期実施について、特段のご高配をお願

い申し上げます。  

○『要旨』 

 県の支援により、国の平成２１年度

繰越事業による三ケ尻地区堤防の補強

工事が平成２３年度に完成したことに

対しまして、御礼申し上げます。  

 無堤防区間が多い北上川中流部（紫

波町から奥州市）においては、平成

14 年７月洪水及び平成 19 年９月洪水

に伴い、家屋の床上浸水等の甚大な被

害を受けています。  

 国では、北上川中流部治水対策事業

として、家屋浸水被害が発生した無堤

地区等の整備を重点的に実施してお

り、「三ヶ尻地区」については、洪水

被害の状況、今後の土地利用状況や他

地区の整備状況等を総合的に勘案しつ

県南広域
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 引き続き、無堤防区間解消の早期実

施について、特段のご高配を賜わりま

すようお願い申し上げます。  

○『現状と課題』  

◆本要望個所は、平成２３年度に堤防

の補強工事が完成した江崎大橋南側か

ら一級河川宿内川合流地点までの右岸

下流約１，８００メートルのうち、か

さ上げが必要な区間が約７００メート

ルであり、更に下流約１，１００メー

トルが無堤防区間であることから、平

成１４年及び平成１９年の大雨・台風

により、田畑に冠水被害を受けたとこ

ろである。 

 以上のことから、次の事項について

要望いたします。  

１ かさ上げ区間約７００メートル及

び無堤防区間約１，１００メートル

の解消工事の早期実施へ支援するこ

と。 

つ、実施時期を検討すると聞いていま

す。 

  北上川の治水対策は、県としても重

要な課題であり、整備促進に向け引き

続き国に働きかけていきます。（Ｂ）  

 

7月30日  11．米の緊急

需要対策に

ついて 

○『要望事項』  

 令和３年産米価安定のため、その対

策について、国へ対し要請するよう特

段のご高配をお願い申し上げます。  

○『要旨』 

 新型コロナウイルス感染症拡大の影

響による外食産業の米消費の落ち込み

等により、主食用米の需要動向が不透

明になり過剰在庫による需給の緩和が

見込まれており、その結果令和３年産

の作付けが過剰になり米価のさらなる

下落が危惧されるため、その対策につ

 県では、令和３年６月に、国に対し、

国全体で主食用米の需給と価格安定が図

られるよう、実効性のある推進体制の確

立について要望しました。  

 また、水田活用の直接支払交付金を恒

久的な制度とするとともに、必要な予算

を十分に措置するよう要望してきたとこ

ろであり、引き続き、主食用米以外の作

物生産に安心して取り組むことができる

よう、必要な対応を国に求めていきま

す。  

 さらに、新型コロナウイルス感染症拡

県南広域
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いて国へ対し要望くださるよう特段の

ご高配をお願い申し上げます。  

○『現状と課題』  

◆米の消費量は、人口減少や食生活の

洋風化などを背景に毎年約１０万トン

減少していたが、令和元年７月から令

和２年６月までの１年間の需要実績は

新型コロナウイルス感染症拡大の影響

もあり前年から２０万トン減と大きく

落ち込んでいる。  

◆農林水産省が示した令和３年産の適

正生産量は６９３万トンであり、前年

より６．７万ヘクタールの作付転換が

必要とされているなか、４月末現在の

令和３年産の各都道府県の作付意向調

査結果によると、３．７万ヘクタール

の作付転換にとどまっている。  

◆新型コロナウイルス感染症拡大の影

響により、「米穀の取引に関する報告

（農林水産省）」によれば、今年４月

の中食・外食事業者等向け販売数量の

平成３１年との比較では約９０％であ

り消費が未だ回復していない。  

◆国では、水田活用の直接支払交付金

における都道府県連携型助成を活用

し、主食用米から飼料用米等への作付

転換に対し助成する県事業の活用によ

る飼料用米等への作付転換を働きかけ

ているが、主食用米作付後に転換が進

むか未知数である。  

○『期待される効果』  

大の影響により、全国的に米の在庫量が

増加したことから、令和３年９月、 11 月

にも、国主導による実効的な過剰米への

対策や消費喚起などの需要拡大対策を推

進するよう要望したところであり、引き

続き、米の需給と価格の安定に必要な対

応を国に求めていきます。  

 なお、県は、岩手県農業再生協議会が

開催する各地域農業再生協議会との意見

交換等を通じて、生産者への情報提供を

図りながら、需給安定に向けた取組を進

めていきます。（Ｂ）  

 



■米価が安定することで、農業経営が

維持され、農地の荒廃や離農を防ぐこ

とができる。 

■地域経済の衰退を回避でき、農業従

事者を維持・確保することができる。   

以上のことから、次の事項について

要望いたします。  

１ 米価安定に向け、主食用米を緊急

に新規需要米や備蓄米、他国への援

助米にするなど、市場から隔離する

措置を講ずるよう国へ要請するこ

と。 

２ 主食用米から飼料用米への転換に

際し、配合飼料の主原料を輸入トウ

モロコシから飼料用米へ転換を進め

国内需要を確保し、全国的に取組み

やすい仕組みづくりを進めたうえで

確実に市場から隔離し、実効ある需

給安定に向けた取組となるよう国へ

要請すること。  

7月30日 12．岩手県立

農業大学校

の専門職大

学化につい

て 

○『要望事項』  

 岩手県立農業大学校の専門職大学化

に向けて、特段のご高配をお願い申し

上げます。 

○『要旨』 

 農業分野における専門的な知識とＩ

ｏＴやＡＩなど新しい技術を農業に活

用することができる豊かな創造力を兼

ね備えた人材の育成、確保につなげて

いくため、岩手県立農業大学校の専門

職大学化に向けて、特段のご高配をお

願い申し上げます。  

１ 専門職大学化に向けた検討と課題

整理について 

 本県農業大学校は、２年間の中で

農業・農村の幅広い知識と実践的技

術を身につける教育を目的に、国際

水準のＧＡＰ、ＩＣＴを活用した高

度な農業技術等に関する専門知識と

実践力が高まる教育に取り組んでい

ます。 

 農業大学校の専門職大学化につい

ては、メリット・デメリットを慎重

に検証し、今後とも、農業大学校の

県南広域
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○『現状と課題』  

◆農業従事者の高齢化と減少が進み、

当町をはじめ岩手県農業を産業として

継続していくためには、栽培、飼養技

術にとどまらず、農業分野における生

産、加工、販売などを先導する農業者

の人材育成、確保が喫緊の課題であ

る。 

◆一方で、スマート農業やＩｏＴの活

用により、従来の農業経営とは異なる

経営が今後加速化する中で、新たな技

術を活用した豊かな想像力を持った農

業経営を行う人材の育成が必要であ

る。 

◆全国的に少子化が進んでおり、各大

学間で入学者の確保が課題となってい

ることから、当大学校においても、よ

り農業に対する専門的な知識・技術を

習得することができる専門職大学化な

ど、他大学との差別化・魅力の向上が

不可欠である。  

○『期待される効果』  

■後継者不在の農家も多く、即戦力と

して地域農業の担い手が確保できる。  

■スマート農業等の導入により、労力

と作業時間が軽減され農地の荒廃が抑

制される。 

■新しい農業経営を行うことで、今ま

での農業に対するイメージが払拭さ

れ、新規就農者や農業従事者を確保す

ることが期待される。  

さらなる魅力向上に向けて、学生や

保護者のニーズを踏まえながら、教

育課程など幅広く検討していきたい

と考えています。（Ｂ）  

２ 県立農業大学校の特徴的な教育内

容や先進的技術を中高生や農業経営

体などへ情報発信  

 農業大学校の教育内容等について

は、公式ホームページや各種進学情

報サイト等を通じて情報提供を行っ

ています。 また、毎年、学校案内

パンフレットを作成し、県内の全高

校及び東北地方の各農業高校に配布

しているほか、県内外の高校生を対

象としたオープンキャンパスを開催

し、ＰＲに努めているところです。  

 さらに、農業大学校における先進

的技術等の取組については、県の広

報誌やＳＮＳのほか、新聞等により

随時情報発信しています。（Ａ）  

  



■専門的知識・技術の習得により、岩

手県農業を牽引するリーダーの育成が

期待される。 

 以上のことから、次の事項について

要望いたします。  

１ 専門職大学化に向けた検討と課題

整理 

２ 県立農業大学校の特徴的な教育内

容や先進的技術を中高生や農業経営体

などへ情報発信  

7月30日 13．県南地域

における新

たな工業高

校の設置に

ついて 

○『要望事項』  

 新たな工業高校の設置については、

設置場所や学科構成について特段のご

高配をお願い申し上げます。  

○『要旨』 

 「新たな県立高等学校再編計画後期

計画」において、水沢工業高校と一関

工業高校の統合により県南地域への大

規模な工業高校が新設されることが示

されました。未来を担う子供たちの視

点に立ち、設置場所や学科構成などを

ご検討いただくことについて、特段の

御高配を賜りますようお願い申し上げ

ます。 

○『現状と課題』  

◆自動車等の製造拠点の一つである北

上川流域は、岩手県における自動車産

業の重要拠点として位置づけられてお

り、多くのものづくり人材が活躍して

いる。 

◆自動車や半導体産業等が発展してい

くためには、地場産業を担う優秀な人

 県南地域における工業高校の新設

は、盛岡工業高校、黒沢尻工業高校と

並ぶ工業教育の基幹となる学校の整備

を目的としており、学校規模の拡大に

より、現在設置している学科の特色あ

る学びを確保するとともに、時代に対

応したＩＴやＩｏＴ、ＡＩ等に関連す

る新しい学びの創設も検討しながら、

工業教育の充実を図ることとしていま

す。 

 これにより、本県に集積するものづ

くり産業等の幅広いニーズへ対応した

人材育成とともに、専門分野の深い学

びを希望する生徒に対して学びの選択

肢を確保し、生徒の多様な進路希望の

実現に向けた対応を図りたいと考えて

います。 

 また、胆江、両磐の両ブロックから

通学する生徒の利便性の確保という観

点も含めて、立地場所の選定や公共交

通機関との調整等に向けた検討を進め

ていきたいと考えています。  
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材を将来にわたって育成していくこと

が課題となっている。  

◆２つの歴史ある工業高校が再編され

ることに、地域として不安を抱いてい

るところもある。一方、県教育委員会

が掲げる「時代に対応した新しい学び

の創設も検討しながら、産業人材のニ

ーズに幅広く対応できる工業教育の充

実に向けて教育環境を整備する」とい

う統合校の設置理念が生かされるので

あれば、大いに期待の持てる計画であ

り尊重するところである。  

○『期待される効果』  

■企業のニーズに即した未来を拓く人

材の育成 

■ものづくりを目指す子どもの増加  

 以上のことから、次の事項について

要望いたします。  

１ 新設校の設置については、通学の

利便性の良い場所への設置をお願い

したい。 

２ 学科構成については、産業人材の

ニーズに幅広く対応できる構成と

し、高度な専門教育が受けられるよ

う体制を構築すること。  

 今後とも、地域との意見交換を丁寧

に行いながら、地域の産業を支える人

材の育成や、生徒の進路希望を実現で

きる教育環境の整備に取り組んでまい

ります。（Ａ）  

 


